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　　　Considering　the　required　background　and　quality　of　the　NIST　personnel，　the　author　presents

a　question　whether　the　expertise　in　conventional　processing　technique　and　a　fair　average　subject

knowledge　are　suthcient．

　　　The　work　to　be　done　by　professional　staffs　is　not　limited　to　the　collection，　storage，　and　dis－

semination　of　documents，　but　information　processing　contains　the　process　of　information　synthesis，

such　as　the　production　of　required　information　from　related　but　not　fully　relevant　information

including　reviewing，　forecasting，　etc．　This　kind　of　work　requires　persons　trained　not　only　in

processing　but　well　acquainted　with　subject　fields．

　　　The　other　problem　lies　in　obtaining　good　teaching　staffs．　The　foundation　of　a　new　depart－

ment　requires　a　cooperation　of　teaching　staffs　coming　from　different　disciplines　and　having　dif－

ferent　experiences．　Some　working　organizations　will　supply　such　teaching　staffs　if　the　qualica－

tion　standards　are　realistically　adjusted　and　a　period　of　training　is　given　for　them．

　　　In　Japan　where　trained　persons　are　scarce，　two　possible　solutions　may　be　pointed　out　in　the

supply　of　personnel；　post－graduate　education　for　those　with　subject　background，　and　training

in　each　working　organization　for　its　employees，　possibly　linked　with　university　post－graduate

courses．
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NISTに伴う専門家養成の問題

0．問題のおこり

　NIST構i想が，少くとも官庁関係の枠の中で，少しず

つ現実味を帯びてきたのにつれ，実施段階において専門

職員の数も質も揃わな：かったなら，どうして運営してゆ

くつもりなのかと心配になる。科学技術に限らず総ての

専門情報を扱うとき，小規模なら問題はどうというほど

のことはない。その機関内にいる主題分野の専門家のな

かから，どうにか担当者を捜しだせるだろう。

　しかし仕事がある規模を越えると，そうはいかなくな

る。能率も要求しなければならない。情報の仕事はもう

たくさんだ，こんなことを続けていては昇進にも差し支

えがある，もとの仕事に戻りたい，という人も必ず出て

くる。〆まり組織として長続きがむずかしくなる。

　つまり情報関係の仕事は，ある規模以上になると有能

な専担台なしでは進まないものなのだ。一方1青報に関す

る諸手法の著るしい進歩は新しい専門家の存在を必要と

し，さらに諸手法の発展は情報関係一般の基本的な面に

つき再検討を要する事態にまで至り，広い意味の情報科

学，技術一般の教育を受けた情報問題専門家の養成に取

組む必要に迫られている。ここでは，専門家養成のため

のカリキュラム等を論ずるだけではなく，どんな考え方

で，この養成の基本を考えたらよいかを論ずる。

1．科学技術情報に専門家は必要か

　科学技術情報問題の専門家の養成について，従来軽視

する傾向が強かった理由としては，

　1．科学技術情報の仕事はだれでも少しずつやってい

　　る，

　2．そんなにむずかしい内容の仕事ではない，

　3．従って特に専門家を必要とするものではない

という考え方が一般的であったことが挙げられる。

　一方この風潮の裏には

　1．情報の問題に打込む人はメッタにない。

　2．情報の担務者といっても，一時の務めとして，ほ

　　どほどに働く人が多い。

　3．情報のことに注意を払う管理者も，電算機の応用

　　くらいに考えて，電算機の一般的訓練を受けた人で

　　もあてれば，なんとかなると考える

ような事実がある。

　他方，科学技術情報の実務を担当している人としては

　1．始めには，どうしたらよいか見当もつかなかった

　　が，

　2．中頃には我流にやって，どうかこうか形がつくよ

　　うになる，

　3．終り頃には，自分の機関内には，ほかに経験者も

　　いないことだから，この程度のことをやれば一人前

　　だろうと安易に過し転任の日を待つ

ことが多い。その結果として

　1．日本の科学技術情報の技術的レベルは低い，

　2．頭数はたとえ揃っても模倣の域を出ない，

　3．まじめな人は絶望する

ことになる。

　これでは到底科学技術情報の発展は望めないし，かり

にこの関係に予算が相当ついたとしても，科学技術情報

部門は二流三流のアプレ者の巣となり，やがて実績なし

と第三者から判定される運命に陥る。しかしこれでは

NISTなどと大看板を掲げて論ずること自身がむだに

な：ってしまう。

　その悲運に陥らないためには，要員養成と専門家処遇

の問題を初期から考えておくことが必須の条件なのだ。

　筆者の意図は，上記の点に関し，情報問題の実務者と

しての経験から，政策立案者に建設的な助言を呈すると

ともに，実務者に自から考えてほしい点をも指摘するこ

とにある。

II．情報処理の意味

　情報処理というコトバの意味は人により広くも狭く

も，少し自由すぎるくらいに，使われる。しかしここで

は情報は広義にとるので，データをも含め，データはそ

のごく一部分に過ぎないとする故に，情報処理は「デー

タ処理」の程度を越えたものと考える。現在の電算機の

基本的な動作はすべてデータ処理であるから，これをこ

こでは情報処理の主要部分とは考えない。

　ただし，そのような情報を（ことに大量：の場合能率よ

く）処理するためには機械を使う必要があり，電算機は

その「機械」の一種類（しかも有力なもの）であり，情

報処理のある部分をデータ処理の組合わせで代行させる

工夫が必要となる。従って情報処理の教育には，データ

処理の教育は必要であり，大切であるが，データ処理教

育だけしたのでは役に立たない。この関係は次のような

モデルで示せるであろう。運輸会社にとって自動車は大

切であり，必須のものだが，自動車の利用技術だけあっ

ても，運輸会社の運営はできない。自動車メーカーにと

って運輸業はよい得意先であるから，自動車メーカーの

職員の一部には運輸業に通じた者も当然いる。それと同
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じく，情報処理業は電算機メーか一にとって得意先であ

り，メーカーの技術者の一部は情報処理に通じているこ

とは不思議ではなし・。

　さて情報処理は本質的に広義のソフトウェア的なもの

である。処理をするために機械（ハードウェア）が必要

であってもその部分は情報処理の本来の部分ではない。

　さてハードウェアには製造が必要であり製造にもハー

ドウェアがいる。このため「物」を対象とした技術には

具体性があると考えられ，それはテクノロジ・一一・一・の対象と

なった。テクノロジe一一一一は物を扱う故に「実学」のうちに

数えられ，産業界のバックによって「重要性」があると

して，社会的なステータスを獲得してきた・

　これに反してソフトウェア的なものは人間的なもので

あり，これは「個人」の能力による傾向が強いから，一

般化に意識して努めないと個人芸となり，これはかりに

「学問」だと称しえても，哲学と同じく普遍性を欠くた

めに「虚学」であり，「重要性」を獲得できない。かり

に名は与えられたとしても，実は得られない。

　こういう状況の下では，ソフトウェア的な：ものが本心

から尊重されることは起こらない。これは情報処理に限

らず，広く現実の世界に存在する考え方であろう。この

考え方に対する有効な対策は何であろうか。

III．手法と主題分野の知識だけでよいのか

　情報処理の教育訓練の方法として「処理手法」と処理

の対象となる「主題分野」の知識とを習得させれぽ，そ

れでよいのだという主張は，きわめて広く行き渡ってい

る。これは専門図書館の職員の教育訓練についても同じ

ことがいわれている。

　そして図書館教育機関で現実に行な：われてきたこと

は，まず図書館で必要な諸手法（それは図書館学と呼ぶ

のが適当であるかどうかは別として）を教える。次の主

題分野の常識は，ここではどの分野に行くかまだきまっ

てない人には教えられないし，やがて就職したら，その

就職先で訓練する「だろう」という仮定で教えない現実

があった。一方就職先では学校を出た者は基礎は学習し

てぎたrはず」，よのだから，訓練に大した経費をかける

理由がない，というどこかの理論により，現場ではオソ

ザジョブ訓練にも困難をきたしているのが普通であろ

う。日本人の好きな「タテマエ論」なのだ。

　さて現実論はしばらく預かるとしても，情報処理教育

がこのように「処理方法」と「主題分野の常識」ですむ

という議論に対して，いやそれだけではない，という考

えも確かに存在しよう。それらを少し検討してみよう。

　第一の論者は，情報処理とは「単なる手法の集合では

ない，もっと高度のものを含んでいる」という。そして

具体的にはよく電算機の知識を持ち出す。しかし前にも

説明したように，情報処理に必要なのはハードウェアの

構成や製造の詳細論ではなく，ユーザーの立場でこのハ

ードウェアをどう使うか，あるいはメーカー一にどんな仕

様を与えてハードウェアを作ってもらうかの能力であ

る。

　しかし電算機の基本仕様をうんぬんすることは稀で，

多くの場合既製の汎用電算機の使い方（プログラム作成

も含めて）が問題となる。従って最も高度の場合で電算

機システム設計，オプションの選択，低い場合にはオペ

レーションの監督程度となる。高度に見えるといっても

大部分は単なる技能の問題でしかない。

　別な考え方をする人は電算機のζとよりも・情報科学

全般にわたる広い知識と経験を学ばなければならないか

ら，高度のものを含んでいる，と主張する。情報科学と

よぶものがどこまで及ぶのかは人によって違うが，確に

広い（現状では広すぎて一つのものであるかが疑わしい

状態にある）のであって，広くてまとまりのないものを

学びつくすことは実務の面から見れば，労多くして功少

ない。そんなことは教育の眼目にはできまい。

　第二の主張者は，情報処理は主題分野によってそれぞ

れ違いがある。従って一分野の情報処理の経験だけでは

カバレッジが狭くて専門家としては不満足である。従っ

てなるべく沢山の主題分野に経験ある老がよい情報処理

の専門家である。従ってそれはずっと高度なものである

と考える。

　これと似たような例は他にもある。たとえばデt・一一一・タ処

理でも，電算機の応用はあらゆる分野にわたる。従っ

て，例えば銀行業務の電算機ソフトウェアの経験は航空

管制業務の電算機ソフトウェアには役立たない。それ

故，何種類の業務かの電算機ソフトウェアを手がけ，そ

れらを横につないで扱かえるようになって電算機ソフト

ウェア専門家として一人前になると考える人が多い。

　そういう理解のもとでは，あらゆる業務（主題分野）1

を現実に経験することは不可能だから，100％高度であ

る人は存在しないし，それを仮定して進める議論は理論

的には空論であるともいえる。現実には経験分野が広い

ほどよい，という例は世間にはいくらでもある。企業の

中でよい管理者ことにトップマネe一一・一・ジャーを育てるため

に，主要部門の経験を得させようとして，ジョブ・Ir一
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テーションをするのは常識ではないか。そうするからと

いって（それだけの理由で）管理者の仕事が「高度のも

の」だとは誰もいわない。

IV．情報処理と資料提供の違い

　情報処理の本質を求めて，さらに検討を進めよう。か

つて専門図書館業務とドクメソテーションとの違いは何

か，という議論がさかんに行なわれた。両者の活動内容

を抽象的なコトバで表現すればするほど同一に近付いて

来る。このため専門図書館があれば充分で，ドクメソテ

ーショソなどという表現は不必要だという議論があっ

た。さらには専門図書館はもともと図書館の一種類に過

ぎないのだから，標準的な図書館学を学べば専門図書館

のことはできるのだ。従って標準的図書館学の知識があ

る人間がおれば，ドクメンテーションというものは不要

なのだ，という論法に拡張してゆくのだった。

　この議論を現在の問題に拡張すれば，標準的図書館学

を教えれば，学生は情報処理の主要な点は学習できるは

ず，ということになる。なぜなら図書は情報にほかなら

ず，その図書の有効な取扱いのために必要な処理，たと

えば目録法を教えている。これは情報処理にほかならな

いではないか。そのうえ今では図書館業務のため電算機

の利用もしているのだから，このうえ何を望むのだ，と

いう議論になろう。

　その議論のなかで抽象化を行なう際に見逃がされてい

るのは，図書というのは情報を運ぶ一形式なのであり，

図書を取扱かう技術は，その図書が運ぶ中味つまり情報

とは，全く関係がないといったら間違いだが，やはり別

のものだという点である。

　資料は図書とやや違った性格を持つ。しかしそれが情

報を運ぶものである点には変りない。従って図書・資料

を捜し出し提供することは，あるいはそれに関係する全

てのことは，必ずしも情報を提供することとはならな

い。なぜなら，目的とする図書・資料がもしなければ，

図書館活動，資料活動はそこで終りになる。しかし必要

な情報は入手できないのかといえば，そうだとは限らな

い。なぜなら情報は他の情報を集め加工することによっ

ても，作ることができるからである。情報を作り出すこ

のことは情韓活動にはいらないのだろうか。

　情報処理とは，ごく簡単にいえば，手持ちの（すなわ

ち既存の）情報に何等かの処理を施して，目的とする情

報を入手する（100％はできなくとも，その方向に持っ

てゆく）過程であるといえよう。そして情報の一般的特

性として，多種・多様・多数でありながら，捜し求める

段になるとズバリ希望のものはなかなか見当らないもの

なので，必要な情報は自分の役に立つと思われるものを

選び出し，これに必要な加工を施して，目的を果しうる

ものな：のだと筆者は考える。従ってこの「選び出す」過

程も，「加工を施す」過程も情報処理とする。前者はい

わゆる情報検索の問題であるが，後者はな：んと呼ぶので

あろうか，よい名前を知らない。名前がどうあろうと実

際のことを考えると，誰かがこの過程を踏んでいるのだ

が，多く人間の頭の中であまりハッキリと意識せずに行

っているので，議論の中に現われてこない。

　しかしその本質的な重要性の故に，筆老はかりにでも

名前をつけ，「情報合成」と呼びたい。合成というのは，

無から有を作るのではなしに，リッパに原料もプロセス

もいることを表わしたいからである。

　そしてこの「情報合成」ができるためには，主題分野

について十二分の知識と経験がいるのは当然であろう。

この活動は具体的には，いろいろな形をとる。たとえば

化学の分野でよくいわれるように，一つの問題に対して

実験室の設備と運用を通じて答えを出すのがLaborato－

ry　chemistであれば，情報だけを使って答えを出すの

がLiterature　chemistであろう。この後者は明らかに

情報処理をする（化学という主題分野での）専門家であ

る。またインテリジェンスと呼ばれるものも情報処理で

あろう。あるいはまた既発表の論文や事実をもとにし

て，総合報告を作り，将来の方向を示したり，あるいは

推測することも情報処理にほかならなし）。

　筆者はさきに別のところ1）で，企業体内での科学技術

情報活動を論じたとき，これを大きく次の三つの段階に

分けた。

　　　図書室の段階，

　　　情報サービスの段階，

　　　調査分析の段階。

ここで情報合成と呼ぶものは，上の「調査分析の段階」

にほぼ一致するものであり，この段階が最も高度の活動

であるとしたd’

　この情報処理は，もはや資料提供とは異質のものだと

考えてよい。情報活動のすべてがこの種の情報処理であ

るべきだとは，いわないが，重要な，しかも今後（特に

NISTを考えるときに）必要度の高まるものだといえる。

NISTの新答申において，この種の活動は名前こそ付い

てないが，専門センターの大切な任務のひとつであると

してあり，総合センターに関しては行なうべき活動のな
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かに数そえてない。このセンターはむしろ二次情報の作

製（それも，もちろん，情報処理だが）と情報検索の方

に力を注ぐべきだとしている。この考え方は，少なくと

も当面，妥当だと筆者は考える。

　そう考えた場合，教育・訓練の問題に戻って，どうす

べきなのだろうか。

V．教育における二面性の解決

　教育すべき内容が本質的に二面性を持っていると，教

育もそれに対応しなければな：るまい。そのため教育も二

面性を持つことになる。しかしそこに問題が発生する。

その第一一は，学生の負担が大きいこと，次は良い教師が

得難たくなること，第三にそういう場合の学生の就職の

問題であろう。

　A．学生の負担の大きいこと

　この点を解決するために，どんな処置がとれるだろう

か。

　1．学部課程への主題分野必修科目の組込み

　主題分野を最低一つ選んで，その分野の通論的な講義

を聞かせるのが常道だろう。しかしこんなことで，どの

程度の効果が上がるだろう。必要があればこの通論に加

えるに，二三の各論あるいは（場合によっては）ゼミナ

ールあるいは実験を以ってすることができる。そして主

題分野の必修を50単位くらいにすることもできる。

　しかしその結果はどうであろうか。学生に敬遠される

のがオチであろう。最大の弱みは，就職問題とマッチし

ない点だろう。異常に熱心な学生がまれにいて一年留年

してでも主題分野科目を完全に修得しようとするかもし

れないが，それを当てにして教科課程を組むのは邪道

だ。

　2．修士課程の活用

　学部課程で過重であるか，就職の実状にマヅチしない

かの理由で敬遠されるなら次の手段は修士課程の活用で

あろう。これは既に慶応大学で行なわれているように，

学部課程は二面のうち一面に限り，残りの一面は修士課

程で取り扱う方法である。これは明らかに学生の時間的

負担を軽減するものであり，教育の徹底を期し得られ

る。ただしこの方法でも学部で処理手法を先攻し，修士

で主題分野を後攻することは，就職予定先が確定しない

限り，うまく行かないことを示している。

　3・卒業後の訓練の活用

　理論的にはこの方法は成功しそうに見えるが，実施上

には困難が多い。利点は第一・に就職と完全に密着してい

ること，専門家としての経歴と訓練が結びつき学習に熱

がはいる特長があるが，一方では機関内で行なうとすれ

ば良い教師の時間がとりにくいこと，就職先が長期の訓

練に対する投資に耐えがたい欠点がある。しかしこれら

の欠点は本質的なものではなく，むしろ新らしいことを

する場合に出会う困難で，組織として適当な対策をとる

ことに皆が一致すれば克服できる性格のものである。困

難はむしろこの情報処理の仕事に新入職員をひっぱり込

むに必要な魅力の点にあるだろう。

　B・適当な教師がえがたいこと

　科学技術情報の情報処理の全域にわたっての高度の専

門家はなかなか存在しないし，また現実に講義・指導に

分担を要するため，教師は複数分野から寄せ集めざるを

えない。これは過去においても新しい学科をスタートさ

せる場合には常につきまとったことで，現在の問題に特

有のことではない。

　しかし学科創設ということは，将来にわたって，一つ

の専門分野（discipline）を確立しようという意図がある

のだが，その目的を理解して，あい異なる分野から人を

集め，それらの人の間に共通意識を植えつけ，その共通

意識の下で育った学生群を造り上げるには時間がかか

る。筆者の見聞した分野でも，そのような新学科の創設

を二三知っており，その事業にも協力した経験がある

が，新しい専門意識の確立には（学校における）一世代

を要する。この学校における一世代とは，学生として入

学したものが，一人前の専門家に育ち，その中からよい

教師が輩出するまでの時間で，15ないし20年と見積る

ことができる。

　この一世代を経過するまでは，なんとしても混成編成

で進めな：ければならず，その間における，出身分野のカ

ラを背負った人間の間の協力，協調が問題なのである。

この場合，旧出身分野から職場拡張のつもりでポジショ

ン獲得を第一義として派遣されるような教師がいると，

新分野の確立はできない。このケースは大学内で育った

人の場合に多い。

　適任者の選択は実にむつかしいものだ。

　かつて文部省が各大学に電子工学科を創設する政策を

実施したとき，三四の中心的大学は困難を感じなかった

し，むしろ歓迎したが，それ以外の大学は地方にある場

合はもちろん東京にあっても，大変困難を感じたため，

珍らしく産業界から多数の教師を導入した。これは大学

にとっても，産業界にとってもよい影響を与えた。この

場合文部省が主張する任用基準はどうやら守ることがで
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きた。

　情報関係においても，この故知に倣う必要があると考

えるが，電子工学における産業界にあたるものは，科学

技術情報の実施機関であり，そのうち相当な部分は，日

本の現状では大企業内にある。従ってこれらの機関内か

ら適任の人を教育訓練の分野に転用することを考えなけ

ればならない。その場合，電子工学の場合どうやら守れ

た任用基準中，学位に関する点は，科学技術情報につい

ては困難を引き起こす。従って適切な対策が必要となろ

う。

　実施機関で良い経験を持っている人びとも，日本の場

合，全く目の前の問題を短時間に解決することに追われ

てきたため，自己の経験を整理して普遍的なものに書き

なおすことに力を注いだ経験：が少ない。このため，ある

ごく狭い分野については申し分がないが，教育者として

は基礎的な訓練が不足している例がしばしばある。これ

は主として時間不足によるものだから，適任の候補者を

現業機関から申し受けて，一二年忌研修をまじめにして

もらうことにより，充分補いがっくはずである。

　従って手をつくせぽ，教師を得ることは全く悲観的だ

ということではないと考える。

VI．被教育者・戦訓練者の立場を考えて

　日本の現状では，現在の平均的日本人がもつ情報軽視

の考え方は，事情をわきまえない被教育者に元気を与え

るものではない。また就職後のことを考えると，なるべ

く強力なdisciplineに身を投じておけば一生有利だとい

う気持ちを，簡単な説明で変えることも困難であろう。

　それにも拘らず二面教育を受けた人が，N璋Tの立場

に立つと否とに拘らず，新しい技術情報の振興のために

必要だとするなら，その人たちの教育訓練には，上述の

各種の要因をも考えあわせると，主題分野に対する最低

の完成した教育（すなわち大学の学部課程）を終えた者

に，大学院教育または卒業後訓練（できれば教育も）に

おいて情報処理手法面の教育（訓練）を与える方法しか

残らない。

　そしてこの教育（訓練）まで受けて科学技術情報の分

野に進もうという気を起させるには，既にIVで述べた

ような高級な仕事が情報処理には含まれているから，今

後の振興策とあいまって，rつの魅力的な分野なのだと

強調することが必要になる。

　このコースを情報処理専門家養成の主要コースとする

ことにして，このコース実現のためとそれを補足する現

実的な施策を考えよう。

　第一の施策として，処理手法面を修士コースで修得す

る者に対して詮衡後奨学金支給を行なう奨学生制度（現

在産業界等が工学部等の他学科に対して行なっているも

のと同じ）を設けるとよい。

　第二の施策は自発的な修士コース入学に対する期待だ

けでは人数の確保が不足であるから，情報実施機関はそ

れぞれの必要に応じて主題分野の最低の完成した教育を

受けた者，すなわち学士を採用し，これに対し就職後の

集中長期訓練として，修士コースに訓練依託を行なう方

法がある。この場合就職先の実務を課することなく，修

士課程の院生と全く同じように勉強させ，修士試験に合

格させることが必要である。

　しかし一方修士課程を終了しただけでは一流の専門家

として最低の入門資格を得ただけであり，IVにいう最

も高度の業務が行なえるなどとは間違っても考えないよ

うに，理解を徹底させなければならない。

　第三の施策としては，処理手法面を学士課程で修得し

たものは，職場において補助的専門家として待遇し，主

題面をオンザジヨブで訓練するのがよい。そして3－4年

の実績から高度の専門家たりうる職階に入れられるか否

かの判定を行なわなけれぽならない。もちろん補助的専

門家として残った場合にも，その範囲内であるところま

で伸びうるよう職階を構成しなければならない。

　第四の施策は各種の段階の職員に対し，短期の研修を

繰返し行なうよう訓練あるいは研修制度を設けなければ

ならない。これは一機関内だけで行なうことは困難なの

で，各機関の職員を一個所に集めて行なえる集合訓練制

度をNISTとして設けたり，専門家のプロフェッショ

ナル・ソサイエティに訓練を依託して行なうなどの考慮

を払わなければならない。

　集合訓練の研修内容には，いろいろな課程を設けなけ

れぽならないが，最高級の訓練は主として専門センター

の高級職員を目標に行なうものと予定しなければならな

い。あるいは総合センターで職歴・経験を得た者を専門

センターに転用する場合に必修の課程とすることもでき

る。

1）　中村幸雄．情報管理部門の組織とネットワークの

　　あり方．〈中村幸雄，塚田孜編．技術開発のため

　　の情報システム．東京，日刊工業新聞社，1972＞
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